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はじめに 

 

 発達障害および知的障害（以下、両者をまとめて「発達障害」とします）は、早ければ乳

児期、遅くとも学童期までには特有の発達特性が顕在化し、全てのライフステージを通じて

何らかの⽀援ニーズが持続します。⼀⾒症状が⽬⽴たない⼈も、周囲の⼈と⾃分との違いに

悩む、誤解されて孤⽴するなどの問題が⽣じることがあり、その結果として抑うつや不安な

どの精神症状の出現、いじめ被害、不登校、ひきこもりといった⼆次的な問題を呈すること

があります。したがって、発達障害の⼦どもたちを地域で⽀援するためには、医療、保健、

福祉、教育、労働の多領域チーム・アプローチによる息の⻑い⽀援体制を作っていく必要が

あります。 

 ⼦どもに何らかの発達障害があるかもしれないと思ったとき、保護者はまずどこに相談

すればよいでしょうか︖⼦どもと家族が住んでいる地域にはどのような社会資源があるの

でしょうか︖年齢を重ね、所属する社会集団が変わるとき、⽀援の場・体制はどのように移

⾏するのでしょうか︖情報の引き継ぎはあるのでしょうか︖全国の各⾃治体は、こうした

情報をわかりやすく整理して住⺠に公開していく必要があります。 

 近年では、⼦どもの発達障害の特性に最初に気づくのが家族ではなく、乳幼児健診である

場合や、⼦どもが通う保育所、幼稚園、認定こども園などの職員である場合が珍しくありま

せん。これらの場合、家族が⼦どもの発達特性に気づき、専⾨の発達相談や医療につながる

動機づけを⾏うための⽀援が必要となります。また、多領域の連携を着実なものとするため

には、「つなぎ」と「引き継ぎ」の仕組みが必要です。各⾃治体は、地域で⾏われている⽀

援の概要を図⽰し、それぞれの⽀援サービスの内容だけでなく、機関同⼠の連携などのつな

ぎや移⾏に際しての引き継ぎの仕組みについて⼀元的に説明できる資料を⽤意しておく必

要があります。そのためのツールが「地域ケアパス」です。 

 地域ケアパスでは、発達障害のある⼈およびその家族が居住する地域でタイムリーに適

切な⽀援を受けることができるための「⾒取り図」を提供します。また、保育所・幼稚園・

認定こども園・学校などの職員をはじめとする⼦どもと家族に関わる⽀援者が、発達障害の

専⾨機関と地域連携をはかるための体制づくりについての指針を⽰すものです。 

 この⼿引きでは、発達障害およびその可能性のある⼦どもと家族が必要な⽀援につなが

り、多領域連携のもとで⽀援を受け続けながら学校を卒業し、社会への⼀歩を踏み出すため

の、各⾃治体の事情に応じた地域ケアパスを作成するために必要な作業を⽰します。 

 

  



Ⅰ 発達障害児者の⽀援に関連する法制度、社会資源など 
 

１．法制度 

 

（１）⺟⼦保健関連  

 １）⺟⼦保健法 

 ⺟性および乳幼児の健康の保持・増進のため、⺟⼦保健の理念と保健指導・健康診査・医

療その他の措置について定めた法律です。 

⾃治体で⾏う事業として、知識の普及、保健指導、新⽣児の訪問指導等、健康診査（１歳

６か⽉児・３歳児）、必要に応じた妊産婦・乳幼児の健康診査または受診勧奨、未熟児の訪

問指導、未熟児の養育医療の給付が定められています。 

 

① 知識の普及、相談・指導 

 発達段階に応じた関わり⽅など知識の普及のために様々な教室を開いたり、個別相談に

応じて個別または集団で指導や助⾔をおこなったりしています。⼀般的な相談から専⾨職

による相談まで、市町村によって様々な事業をしています。また親同⼠のグループ作りや地

域住⺠活動の⽀援を推進しています。 

 

② 乳幼児健康診査 

 乳児および幼児に対して、発育・発達および疾病のスクリーニングと、育児不安や⼦育て

環境など⼼理社会的な状態についてアセスメントし、結果を踏まえて指導をおこないます。

経過観察、精密健康診査、処置または医療等が必要とされた場合は、事後指導をおこない、

医療機関と連携して的確な対応が図られるようにします。また、必要に応じて療育相談をお

こなうこともあります。 

 

③ 訪問指導 

 新⽣児訪問事業、児童福祉法で定められた乳児家庭全⼾訪問事業（こんにちは⾚ちゃん事

業）および養育⽀援事業などがあります。育児相談、⼦育て⽀援に関する情報提供や養育環

境等の把握をおこない、⽀援が必要な家庭に対して保健指導や関係機関との連携等の対応

をとります。発達特性の気づきや⽀援の機会にもなっています。 

 



④ ⼦育て世代包括⽀援センター（※） 

 妊産婦・乳幼児等への包括的な⽀援提供を⽬的として、⺟⼦保健サービスおよび⼦育て⽀

援サービスのワンストップ総合窓⼝として、情報提供や相談、助⾔・保健指導を⾏うととも

に、必要な⽅に⽀援プランを策定し、関係機関との連絡調整をおこないます。 

（※）⺟⼦保健法では⺟⼦健康包括⽀援センター、令和６年 4 ⽉からこども家庭センター 

 

（２）児童福祉関連  

 １）児童福祉法 

保育、⺟⼦保護、児童虐待防⽌対策など、児童福祉を保障するためにすべての児童がもつ

べき権利や⽀援が定められた法律です。 

 2012 年から障害児を対象とした福祉サービスは児童福祉法に⼀本化されています。 

 この法律で定められている児童福祉施設は、助産施設、乳児院、⺟⼦⽣活⽀援施設、保育

所、幼保連携型認定こども園、児童厚⽣施設、児童養護施設、障害児⼊所施設、児童発達⽀

援センター、児童⼼理治療施設、児童⾃⽴⽀援施設および児童家庭⽀援センターおよび⾥親

⽀援センター（令和４年 6 ⽉より追加）です。 

 発達障害児に関連する福祉サービスには、障害児通所⽀援、障害児⼊所⽀援、障害児相談

⽀援があります。 

 

① 障害児通所⽀援 

 児童発達⽀援は、就学前の障害児に対して⽇常⽣活における基本的な動作の指導、知識技

能の付与、集団⽣活への適応訓練などを⾏います。 

 放課後等デイサービスは学童期の障害児を対象として、放課後や⻑期休みに⽣活能⼒向

上のための訓練等を提供するとともに、放課後の居場所づくりを推進します。 

 保育所等訪問⽀援は、保育所や幼稚園、認定こども園、学校、放課後児童クラブなど集団

⽣活を営む施設を訪問し、専⾨的な⽀援を⾏います。 

 

② 障害児⼊所⽀援 

 障害のある児童を⼊所させて、保護、⽇常⽣活の指導および⾃活に必要な療育等を⾏いま

す。福祉サービスを⾏う「福祉型」と、福祉サービスに併せて医療を⾏う「医療型」があり

ます。 

 

 



③ 障害児相談⽀援 

 サービス等利⽤計画についての相談および作成などの⽀援が必要と認められる場合に、

ケアマネジメントによりきめ細かく⽀援するものです。通所⽀援の利⽤までを⽀援する障

害児⽀援利⽤援助と、利⽤を開始した障害児通所⽀援について定期的に⾒直しを⾏う継続

障害児⽀援利⽤援助とがあります。 

 

（３）障害福祉関連  

 １）障害者基本法 

 障害者の⾃⽴および社会参加を⽀援するための施策に関する基本事項を定めた法律です。 

 この法律により、国および地⽅公共団体の責務が定められました。国や地⽅⾃治体はそれ

ぞれ障害者基本計画の策定が義務付けられ、さらに障害者に対する医療・福祉サービスの提

供が義務付けられています。 

 

 ２）障害者総合⽀援法 

 障害者の⽇常⽣活や社会⽣活を総合的に⽀援するために制定された、障害者に対する⽀

援で最も中⼼的な法律です。 

 この法律において「障害福祉サービス」とは、居宅介護、重度訪問介護、同⾏援護、⾏動

援護、療養介護、⽣活介護、短期⼊所、重度障害者等包括⽀援、施設⼊所⽀援、⾃⽴訓練、

就労移⾏⽀援、就労継続⽀援、就労定着⽀援、⾃⽴⽣活援助および共同⽣活援助をいいます。

このうち居宅介護、同⾏援護、⾏動援護、重度障害者等包括⽀援、短期⼊所⽀援は障害児も

利⽤可能です。 

 障害者総合⽀援法が定める障害者への福祉サービスは、⾃⽴⽀援給付と、地域⽣活⽀援事

業に⼤きく分けられます。 

 

① ⾃⽴⽀援給付 

 介護給付、訓練等給付、⾃⽴⽀援医療があります。 

 介護給付は、居宅介護、重度訪問介護、同⾏援護、療養介護、⽣活介護、短期⼊所、重度

障害者等訪問⽀援、施設⼊所⽀援を受けた場合に⽀給されます。 

 訓練等給付は、⾃⽴⽀援、就労移⾏⽀援、就労継続⽀援、就労定着⽀援、⾃⽴⽣活援助、

共同⽣活援助を受けた場合に⽀給されます。 

 ⾃⽴⽀援医療は、障害者による医療費の⾃⼰負担額を軽減することを⽬的としており、育

成医療、厚⽣医療、精神通院医療があります。 



② 地域⽣活⽀援事業 

 地域の特性や利⽤者のニーズに応じて地域⽣活を⽀援するために市町村（特別区を含む）

が⾏う事業です。このうち相談⽀援事業は障害者やご家族からの相談に応じて、各種サービ

スの利⽤や権利擁護などについての⽀援を⾏います。地域活動⽀援センターは通所による

創作活動や交流の場を提供します。巡回⽀援専⾨員整備事業では、発達障害等に関する知識

を有する専⾨員が、保育所や放課後児童クラブ等の⼦どもやその親が集まる施設・場への巡

回等⽀援を実施し、施設等の⽀援を担当する職員や障害児の保護者に対し、障害の早期発

⾒・早期対応のための助⾔等の⽀援を⾏います。 

 

 ３）発達障害者⽀援法 

 発達障害児者の早期発⾒と⽀援を⽬的として定められた法律です。発達障害児者に対す

るライフステージを通じた切れ⽬のない⽀援、家族なども含めたきめ細かな⽀援、地域の⾝

近な場所で受けられる⽀援が⾏われるよう、国および地⽅公共団体は、保健医療、福祉、教

育、労働等に関する業務を⾏う関係機関および⺠間団体相互の有機的連携のもとに必要な

相談体制の整備を⾏うものと定められています。 

 また、都道府県および政令指定都市に発達障害者⽀援センターを設置すること、発達障害

者の⽀援の体制の整備を図るため、発達障害者⽀援地域協議会を置くことができるとして

います。 

 

（４）特別⽀援教育関連  

 １）特別⽀援教育に関する法律（教育基本法・学校教育法・学校保健安全法） 

 教育基本法の中で、国および地⽅公共団体は、障害のある者が障害の状態に応じ、⼗分な

教育を受けられるよう、教育上必要な⽀援を講じなければならないと定められています。 

 学校保健安全法の中で市町村の教育委員会は、初等教育に就学する前年度に就学時健康

診断を実施すると定められています。 

 また、学校教育法の中で「特別⽀援教育」が位置づけられ、特別⽀援学校、特別⽀援学級、

通級指導教室などの役割が定められるとともに、発達障害の⼦どもなどが在籍する通常の

学級を含むすべての学校・学級において特別⽀援教育を実施することが明記されています。 

 

 



（５）こども・⼦育て⽀援関連 令和 5 年 4 ⽉より  

 １）こども基本法 

こども基本法は、令和 4 年 6 ⽉に成⽴し、こども施策を社会全体で総合的かつ強⼒に推

進していくための包括的な基本法として、こども施策の基本理念のほか、こども⼤綱の策定

やこども等の意⾒の反映などについて定めています。これにより令和 5 年 4 ⽉よりこども

家庭庁が創設され、成育局に⺟⼦保健関連が、⽀援局に障害児⽀援関連の組織が構成され、

今後、こども関連の政策はこども家庭庁が担っていくことになります。 

 

２）成育基本法 

成育基本法は、平成 30 年 12 ⽉に成⽴し、すべての妊産婦・こどもとその保護者に対し

て、妊娠期から成⼈期までの切れ⽬のない⽀援体制を保障する基本理念を定めた、「⺟⼦保

健法」「児童福祉法」などに分かれているこどもに関する法律を統括する法律です。こども

の健全な育成は国、地⽅公共団体、保護者、関係機関等の責務であることを明記し、保護者

の⽀援を含め、保健、医療、福祉、教育などの分野の連携と総合的な施策の推進を規定して

います。 

 

２．社会資源など 

 

（１）⽀援サービス・相談を直接⾏う機関や施設  

 １）市町村 

 市町村は、障害者総合⽀援法に定められた地域⽣活⽀援事業を⾏います。地域の特性や利

⽤者のニーズに応じて、相談⽀援事業、地域活動⽀援センターなどのサービスを提供します。 

 また、市町村は乳幼児や就学児に対して健康診断を⾏い、発達障害の早期発⾒に努めます。

また、発達障害児の保護者に対して相談機関・医療機関への紹介やその他の助⾔を⾏います。 

 障害児者の福祉を担当する部署を設置し、関係部署との連携体制の構築や、早期発⾒・早

期⽀援の推進、⼈材確保、⼈材養成 専⾨的な機関との連携を⾏います。障害者福祉担当部

署では、障害者総合⽀援法に基づいた障害者⼿帳、各種⼿当、障害に関する総合的な相談に

対応します。保健センターでは⺟⼦保健、⼦育てに関する相談に対応します。教育委員会で

は学校⽣活に関する相談に対応します。 

 

 



 ２）障害児相談⽀援事業所 

 相談⽀援専⾨員が、障害福祉サービス利⽤を希望される保護者や障害児からの聞き取り

を⾏い、必要なサービス等利⽤計画案の作成、及び⽀給決定後のサービス等利⽤計画の⾒直

し（モニタリング）を⾏います。⼀連のケアマネジメントを通して、障害児の⾃⽴した⽣活

を⽀え、障害児の抱える課題の解決や適切なサービス利⽤を⽀援する事業所です。 

 

 ３）発達障害者⽀援センター 

 都道府県・政令指定都市に設置され、発達障害児者、家族に対して関係機関と連携しなが

ら相談、発達、就労に関して⽀援を⾏います。また、関係機関、⺠間団体等への発達障害の

研修、普及啓発を担います。 

 

 ４）精神保健福祉センター 

 都道府県・政令指定都市に設置され、総合的に⼼の健康に関する相談、⽀援、啓発を⾏う

機関です。発達障害⽀援センターを併設することがあります。 

 

 ５）児童発達⽀援事業所・児童発達⽀援センター 

 児童発達⽀援事業所は、地域において就学前の障害児とその家族に対して通所による児

童発達⽀援のサービスを提供します。児童発達⽀援センターは、地域における障害児の専⾨

施設として中核的な役割を担い、施設への通所⽀援のほか、地域で暮らす障害のある⼦ども

や家族への⽀援、障害のある⼦どもを預かる機関との連携・相談・⽀援を⾏います。 

 

 ６）障害児⼊所施設 

 障害のある児童を⼊所させて、保護、⽇常⽣活の指導および⾃活に必要な療育等を⾏いま

す。福祉サービスを⾏う「福祉型」と、福祉サービスに併せて医療を⾏う「医療型」があり

ます。 

 

 ７）地域活動⽀援センター 

 市町村が⾏う地域⽣活⽀援事業として、通所による創作活動や交流の場を提供します。 

 

 ８）医療機関 

 発達障害の診断、⼼理検査、医学的検査などを⾏い、医学的助⾔や必要に応じて薬物治療

などを⾏います。 



 ９）放課後等デイサービス 

 就学している障害児に、授業の終了後⼜は休業⽇に、⽣活能⼒の向上のために必要な訓練、

社会との交流の促進などを⾏います。 

 

（２）⽀援サービスを直接⾏う⽀援者や相談プログラム  

 １）発達障害者地域⽀援マネジャー 

 都道府県および政令指定都市の発達障害者⽀援センター等に配置し、障害福祉サービス

事業所等が抱える困難ケース等に対する訪問⽀援（相談⽀援・技術⽀援）およびその他必要

な⽀援や助⾔等を⾏うとともに、地域において発達障害児者の特性に沿った対応ができる

よう関係機関等との連携を図り、地域における総合的な⽀援体制整備への必要な相談、助⾔

等を⾏います。 

 

 ２）巡回⽀援専⾨員 

 発達障害に関する知識を有する専⾨員が、保育所や放課後児童クラブ等の⼦どもや保護

者が集まる施設・場への巡回などを実施し、施設職員や保護者への助⾔等の⽀援を⾏います。

さらに、引き続き⾒守り等が必要な⼦どもおよびその家庭等に対して、⼾別訪問等を⾏いま

す。 

 

 ３）障害児の家族への⽀援 

 同じ悩みを持つ当事者同⼠や家族に対するピア・サポート、ペアレント・メンター養成等

事業、ペアレント・プログラム、ペアレント・トレーニング等を実施しています。 

 また、各地域で親の会などが組織されています。 

 

 ４）就学相談 

 障害のある⼦どもの就学先を決めるため、⼦ども、家族、教育委員会の間で評価と話し合

いが⾏われます。医学的観点や⼼理学的観点からの評価と⼦どもや家族の希望とを総合的

に検討して就学先が決定されます。 

 

（３）⽀援体制の在り⽅を協議する場  

 １）発達障害者⽀援地域協議会 

 発達障害児者の⽀援体制の整備を図るために、都道府県・政令指定都市が設置する協議会

です。発達障害者およびその家族、学識経験者並びに医療、保健、福祉、教育、労働等に関



する業務を⾏う関係機関および⺠間団体に従事する者で構成されます。関係者等が相互の

連絡を図ることにより、地域における発達障害者の⽀援体制に関する課題について情報を

共有し、関係者等の連携の緊密化を図るとともに、地区の実情に応じて体制の整備について

協議を⾏います。 

 

  



Ⅱ 地域の⽀援体制の確認 
 

１．Q-SACCS を⽤いた地域⽀援体制の点検 

 

 発達障害の⼦どもたちの⽀援に携わるさまざまな職種の⼈たちが、⾃分が包括的な⽀援

体制の中でどのような位置づけで仕事をしているのか、連携をとる他職種にどのような⼈

たちがいるのか、誰から引き継ぎを受け、誰に引き継いでいくのかなど、⽀援をシステムと

してとらえるためには、働いている地域の⽀援体制を理解しておくことは重要です。各⾃治

体で発達障害のある⼦どもと家族に関わる⽀援者、そして⾏政担当者は、各地域の⽀援体制

について定期的に点検し、体制が整備されている部分、課題が残る部分について把握してお

く必要があります。 

 発達障害児者等の⽀援体制を分析・点検するための地域評価ツールとして開発された「発

達障害の地域⽀援システムの簡易構造評価（Quick Structural Assessment of Community 

Care System for neurodevelopmental disorders; Q-SACCS）」は、基礎⾃治体の⾏政担

当者が施策を検討する際に、⾃治体ですでに達成できていることや課題が残っていること

を確認するためのツールとして開発されました。それだけでなく、都道府県・政令指定都市

の発達障害者⽀援センターの職員、地域⽀援マネジャー、特別⽀援教育コーディネーターな

どが担当する地域の⽀援体制を概観するために役⽴てることもできます。また、発達障害の

⽀援に関わる⽀援者が、⾃分の働く地域の⽀援体制を把握し、連携すべき他職種を確認する

ために⽤いることもできます。 

 各地域で Q-SACCS を活⽤して地域分析をしていただくためのマニュアルはインターネ

ット上に公開されています（https://q-saccs.hp.peraichi.com/）。このサイトで動画の閲

覧や記⼊⽤シートのダウンロードも可能です。Q-SACCS の記⼊法の詳細や、⾃治体で実際

にこれを⽤いて地域分析をした模擬事例については、そちらをご参照ください。 

 例として、Q-SACCS の「0〜3 歳から 7〜15 歳まで」「7〜15 歳から就労まで」のシー

トをご参照ください（表 1-1、1-2、1-3）。 

 

 

  



２．制度・事業による⽀援サービス機能の整理 

 

 ⾃治体の Q-SACCS が完成したら、それぞれの欄に記載された事業やツールなどがどの

ような機能を有しているのかを整理してください。 

 就学前に必要な⽀援サービス機能と⽀援段階のテンプレートを表 2 に、学童期から就労

にかけて必要な⽀援サービス機能と⽀援段階のテンプレートを表 4 にまとめました。これ

を参考にして、それぞれの機能に対応して各⾃治体で利⽤可能なサービス、事業、社会資源

などについて整理してください。テンプレートにない⽀援サービス機能がある場合は、適宜

追加して表を完成させてください。 

 障害者総合⽀援法で定めている市町村地域⽣活⽀援事業および都道府県地域⽣活⽀援事

業の任意事業が実施されているかどうかを確認し、必要に応じて活⽤を検討してください。 

 

  



Ⅲ 地域ケアパスの作成 
 

１．概要図の作成 

 

 ⽀援サービスの機能と各サービスが位置する⽀援段階の概要は、図 1（就学前）および図

2（学童期から就労まで）のようなテンプレートにまとめることができます。このテンプレ

ートを参考にして、各⾃治体の事情に応じた地域ケアパスの概要図を作成してください。 

 

 

２．個々の⽀援サービス機能に関する説明 

 

 各⽀援サービス機能について、住⺠向けにその内容の説明を記載し、各⾃治体でそのサー

ビス機能を担う事業や社会資源などをリストアップしてください。テンプレートを表 3-1、

3-2（就学前）および表 5-1、5-2（学童期から就労まで）に⽰します。 

 気づきや⽀援へのつなぎの段階では、⼦どもに発達障害があると確定したわけではあり

ません。妊娠、出産から⼦育て全般にわたる公的サービスの中で、発達について定期的にフ

ォローアップが必要と思われた⼦どもの家族⽀援や、発達に気になるところがあるものの

専⾨的な発達の評価や診断につなぐかどうかの⾒きわめの段階の家族⽀援では、障害があ

ることを前提とした説明に偏らないよう注意する必要があります。⼀⽅で、実際に⽀援が必

要な⼦どもや家族に対しては、機を逸することなく⽀援につながるよう、タイムリーな関わ

りを⼼がけなければなりません。各サービス機能に関する説明では、家族の不安を煽ること

のないように表現に配慮しつつも、着実に⽀援にアクセスするために必要な情報を記載し

てください。 

 



7〜15歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
4〜6歳

継時的
インターフェイス

（引き継ぎ）
5W1H

0〜3歳
＜市町村名 ＞
＜⼈⼝︓ ⼈＞

＜年間出⽣︓ ⼈＞

レベルⅠ（毎⽇）
⽇常⽣活⽔準

共時的
インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

レベルⅡ（定期的）
専⾨療育的⽀援

共時的
インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

病院
＜内 ・外 ＞・・・継続・・・病院

＜内 ・外 ＞・・・継続・・・病院
＜内 ・外 ＞

レベルⅢ
医療的⽀援

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

表１-1．就学までのQ-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）



就 労
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
⾼等教育

継時的
インターフェイス

（引き継ぎ）
5W1H

16〜18歳
継時的

インターフェイス
（引き継ぎ）

5W1H
7〜15歳

＜市町村名 ＞
＜⼈⼝︓ ⼈＞

＜年間出⽣︓ ⼈＞

レベルⅠ（毎⽇）
⽇常⽣活⽔準

共時的
インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

レベルⅡ（定期的）
専⾨療育的⽀援

共時的
インターフェイス
（情報共有、紹介等）

5W1H

病院
＜内 ・外 ＞・・・継続・・・病院

＜内 ・外 ＞・・・継続・・・病院
＜内 ・外 ＞・・・継続・・・病院

＜内 ・外 ＞
レベルⅢ

医療的⽀援

＊事業の全てを自治体職員で実施〇、一部の機能を外部に委託△、全てを外部に委託□、を記入下さい。

表１-2．学童期から就労までのQ-SACCS（ 青：事業化できている、赤：明確化が課題、緑：機能強化が課題）



２）自治体の発達支援システムの強みと課題を整理するために色分けします

青：事業化できている ： 質を担保しつつ、均てん化されている＝強み

赤：明確化が課題 ： 手続きが不明確（個人に依存している）

緑：機能強化が課題 ： 質の向上・マンパワーの補足

１）白い枠・黄色い枠に記入した取り組み・事業・機関の位置づけを

整理するために記号を記入します

〇 ： 事業の全てを自治体職員で実施 （公設公営）

△ ： 一部の機能を外部に委託して実施 （公設民営）

□ ： 全てを外部に委託して実施 （民営）

表1-3．Q-SACCSによる支援体制の点検



表２．就学前に必要な⽀援サービス機能および⽀援段階と⾃治体のサービス・事業などとの対応（テンプレート）

⾃治体で利⽤可能なサービス・事業・社会資源など⽀援段階法制度種類機 能

⽣活の場、気づき児童福祉法・学校教育法a保育所・幼稚園・認定こども園

⽣活の場、気づき児童福祉法a地域⼦育て⽀援拠点

気づき⺟⼦保健法a⼦育て・発達に関する情報発信

気づき⺟⼦保健法a⼦育て相談

気づき⺟⼦保健法a乳幼児健康診査

気づき⺟⼦保健法a育児教室（助⾔・指導）

気づき、⽀援へのつなぎ児童福祉法・障害者総合⽀援法b園への巡回相談

⽀援へのつなぎ⺟⼦保健法b発達特性の評価

⽀援へのつなぎ⺟⼦保健法b発達相談

⽀援へのつなぎ⺟⼦保健法b受診⽀援

⽀援へのつなぎ、継続的な⽀援⺟⼦保健法・発達障害者⽀援法b家族プログラム

継続的な⽀援児童福祉法b療育（通所・⼊所）

継続的な⽀援児童福祉法b保育所等訪問⽀援（コンサルテーション）

継続的な⽀援b引き継ぎ会議・連携会議

継続的な⽀援医療法等c診断・リハビリテーション

学校へのつなぎ学校保健安全法a就学時健康診断

学校へのつなぎ学校教育法施⾏令b就学相談

学校へのつなぎ、継続的な⽀援学校教育法・就学前の⼦どもに関する教育、
保育等の総合的な提供の推進に関する法律a教育相談

a: すべての⼦どもと家族が対象のサービス b: 専⾨的なサービス c: 医療サービス



就 学引き継ぎ4〜6歳引き継ぎ0〜3歳サービスのレベル（段階）

障害の有無を問わず
⼦ども・若者と家族が

対象のサービス
（⽣活の場・気づき）

つなぎ
・連携

専⾨的なサービス
（継続的な⽀援）

つなぎ
・連携

医療サービス
（継続的な⽀援）

障害のある⼦どもに関する相談︓児童相談所、こども家庭センター、保健センター、児童家庭相談窓⼝
発達障害に関する相談︓発達障害者⽀援センター、発達障害窓⼝
教育に関する相談︓特別⽀援教育課
福祉サービスに関する相談︓福祉事務所、相談⽀援事業所
当事者団体︓親の会

その他

図１. 発達障害の地域ケアパスの概要図（就学前）（テンプレート）

(11) 診断・リハビリテーション

(10) 受診⽀援 (10) 受診⽀援 (10) 受診⽀援

(15) 連携会議 (15) 連携会議(15) 連携会議

(2) ⼦育て相談

保育所・幼稚園・認定こども園 ⼩学校（通常学級）

(16) 就学時健康診断

放課後児童クラブ

(1) ⼦育て・発達に関する情報発信

(3) 乳幼児健康診査（1か⽉健康診査・5歳児健康診査を含む）

地域⼦育て⽀援拠点

(8) 園への巡回相談

(5) 発達特性の評価

(15) 引き継ぎ会議

(7) 家族プログラムⅠ

(15) 引き継ぎ会議(6) 発達相談

(17) 就学相談

(15) 連携会議

(15) 連携会議

(8) 園への巡回相談

(5) 発達特性の評価

(7) 家族プログラムⅠ

(6) 発達相談

(15) 連携会議

校内での相談

(5) 発達特性の評価

(8) 家族プログラムⅠ

(6) 発達相談

(12) 療育（通所・⼊所）

特別⽀援教育

(13) 家族プログラムⅡ

(14) コンサルテーション

特別⽀援学校のセンター的機能

居場所づくり

相談⽀援

(４) 育児教室

(9) 教育相談



表３-1. 個々の⽀援サービス機能に関する説明（就学前）（テンプレート）
継続的な⽀援
（１１）診断・リハビリテーション

発達障害が疑われる⼦どもの診断や、発達障害と診断された⼦どもに対する運動⾯や⾔語⾯などのリハビ
リテーションを⾏います。
実施機関︓〇〇〇

（１２）療育（通所・⼊所）
通所や⼊所の形態で、発達障害の⼦どもに対する療育を⾏います。
実施機関︓〇〇〇

（１３）家族プログラムⅡ
発達障害のある⼦どもの家族を対象として、「ペアレント・プログラム」「ペアレント・トレーニングを
実施しています。また、同じ悩みを持つ家族同⼠のつながりを⽀援する「ピアサポート推進事業」や「ペ
アレント・メンター」の養成を⾏っています。地域にある親の会などの当事者団体の紹介も⾏っています。
実施機関︓〇〇〇

（１４）コンサルテーション（保育所等訪問⽀援など）
家族の依頼に応じて、保育所・幼稚園・認定こども園、学校、放課後等児童クラブなどの集団⽣活の場に
発達の専⾨家が訪問し、専⾨的な⽀援を⾏います。
実施機関︓〇〇〇

（１５）引き継ぎ会議・連携会議
お⼦さんまたは家族の希望に応じて、関わる複数の機関・職種の⼈たちが集まって引き継や連携のための
会議を開催します。
問い合わせ先︓〇〇課

お⼦さんの健康・発達全般に関する相談
（１）⼦育て・発達に関する情報発信

⼦育てや発達全般に関する情報や発達障害に関する情報を、広報などで発信しています。
（２）⼦育て相談

お⼦さんの健康や育児に関する悩みなどについて、相談事業を⾏っています。
実施機関︓（例）こども家庭センター、市町村の保健センター

（３）乳幼児健康診査・５歳児健康診査
乳幼児健康診査および５歳児健康診査で、お⼦さんの発達状況を確認します。
実施機関︓（例）こども家庭センター、市町村の保健センター

（４）育児教室
こどもへの関わり⽅や遊ばせ⽅などについて、⼩集団での助⾔・指導を⾏っています。
実施機関︓（例）こども家庭センター、市町村の保健センター

お⼦さんの発達が気になるときの相談
（５）発達特性の評価

お⼦さんの発達の特性に関する評価を⾏います。
実施機関︓（例）こども家庭⽀援センター、市町村の保健センター

（６）発達相談
発達に気になるところがある⼦どもの家族の相談を⾏います。発達特性の評価をもとにお⼦さんの特性に
応じた⼦育ての⼯夫について助⾔します。
実施機関︓（例）こども家庭⽀援センター、市町村の保健センター

（７）家族プログラムⅠ
発達に気になるところのある⼦どもの家族を対象とした「親⼦グループ」や「ペアレント・プログラム」
「ペアレント・トレーニング」を⾏っています。
実施機関︓（例）こども家庭⽀援センター、市町村の保健センター

（８）園への巡回相談
発達に関する専⾨家が保育所・幼稚園・認定こども園などを巡回して、園⽣活の中でのお⼦さんの活動の
様⼦を観察し、お⼦さんが充実した園⽣活を送ることができるよう助⾔します。発達に気になるところが
あるお⼦さんについては、専⾨的な発達相談等につなげるかどうかの相談も⾏います。
問い合わせ先︓〇〇〇

（９）教育相談
発達に気になるところがある⼦どもについて、幼稚園等での対応についての助⾔や就学情報の提供・相談
を⾏います。3歳児健診・5歳児健診後の相談として⾏うこともあります。
実施期間︓（例）市町村の教育委員会

（１０）受診⽀援
必要に応じて医療機関や相談機関を紹介します。ご希望があれば受診等に保健師が同⾏します。
実施機関︓（例）こども家庭センター、市町村の保健センター

学校への引き継ぎ
（１６）就学時健康診断

⼩学校⼊学予定のすべての⼦どもを対象として、⼊学の5〜6か⽉前に各学校で実施される健康診断です。
⾝体⾯の健康状態だけでなく、発達やこころの健康についても確認します。
実施機関︓（例）市町村の教育委員会

（１７）就学相談
障害のある⼦どもの就学先を決めるため、⼦ども、家族、教育委員会の間で評価と話し合いが⾏われます。
医学的観点や⼼理学的観点からの評価と⼦どもや家族の希望とを総合的に検討して就学先が決定されます。
実施機関︓（例）市町村の教育委員会



表3-2. その他の情報（就学前）（テンプレート）

（１）障害のある⼦どもに関する相談
児童相談所（都道府県・指定市・特例市）︓⼦どもに関する様々な相談
こども家庭センター、保健センター（市町村）︓健康・発達に関する相談
児童家庭相談窓⼝（市町村）︓⼦どもに関する様々な相談

（２）発達障害に関する相談
発達障害者⽀援センター（都道府県・指定市）︓発達障害に関する相談
発達障害窓⼝（市町村）︓発達障害に関する相談

（３）教育に関する相談
特別⽀援教育課︓特別⽀援教育（合理的配慮など）に関する相談

（４）福祉サービスに関する相談
福祉事務所（市町村）︓制度利⽤、施設⼊所、障害者⼿帳、特別児童扶養⼿当、障害を理由とする差別などに関する相談
相談⽀援事業所︓⽣活全般の相談、計画相談（サービス等の利⽤と連絡調整）など

（５）当事者団体
親の会︓家族同⼠の交流、学習会、情報交換など
主な親の会︓〇〇〇



表４．学童期から就労に向けて必要な⽀援サービス機能および⽀援段階と⾃治体のサービス・事業などとの対応（テンプレート）
⾃治体で利⽤可能なサービス・事業・社会資源など⽀援段階法制度種類機 能

⽣活の場、気づき学校教育法a学校

⽣活の場、気づき児童福祉法a放課後児童クラブ

気づき⺟⼦保健法a⼦育てに関する情報発信

気づき発達障害者⽀援法a発達障害に関する情報発信

気づき職業安定法・職業能⼒開発促進法a職業相談・職業訓練

気づき、⽀援へのつなぎb校内での相談

気づき、⽀援へのつなぎ⼦ども・若者育成⽀援推進法b⼦ども・若者相談

気づき、⽀援へのつなぎ労働安全衛⽣法b産業医・産業保健師

⽀援へのつなぎ⺟⼦保健法b発達特性の評価

⽀援へのつなぎ⺟⼦保健法・学校教育法b発達相談・教育相談

⽀援へのつなぎ⺟⼦保健法b受診⽀援

⽀援へのつなぎ、継続的な⽀援発達障害者⽀援法b家族プログラム

継続的な⽀援学校教育法b特別⽀援教育

継続的な⽀援児童福祉法・障害者総合⽀援法b療育・福祉（通所・⼊所）

継続的な⽀援児童福祉法b保育所等訪問⽀援（コンサルテーション）

継続的な⽀援⼦ども・若者育成⽀援推進法b居場所づくり

継続的な⽀援児童福祉法・障害者総合⽀援法b相談⽀援

継続的な⽀援障害者差別解消法ｂ合理的配慮の提供

継続的な⽀援障害者差別解消法ｂ障害を理由とする差別に関する相談

継続的な⽀援障害者総合⽀援法b障害者就労⽀援

継続的な⽀援障害者総合⽀援法b⽣活⽀援

継続的な⽀援b引き継ぎ会議・連携会議

継続的な⽀援医療法等c診断・リハビリテーション

a: すべての⼦どもと家族が対象のサービス b: 専⾨的なサービス c: 医療サービス



就 労引き継ぎ⾼等教育引き継ぎ16〜18歳引き継ぎ7〜15歳サービスのレベル（段階）

障害の有無を問わず
⼦ども・若者と家族が

対象のサービス
（⽣活の場・気づき）

つなぎ
・連携

専⾨的なサービス
（継続的な⽀援）

つなぎ
・連携

医療サービス
（継続的な⽀援）

障害のある⼦どもに関する相談︓児童相談所、保健センター、児童家庭相談窓⼝
発達障害に関する相談︓発達障害者⽀援センター、発達障害窓⼝
教育に関する相談︓特別⽀援教育課、教育委員会
福祉サービスに関する相談︓福祉事務所、相談⽀援事業所
就労に関する相談︓ハローワーク、障害者職業センター、基幹相談⽀援センター
⽣活全般に関する相談︓⼦ども・若者総合相談センター、障害者就業・⽣活⽀援センター
当事者団体︓親の会、家族会、当事者会

その他

図２. 発達障害の地域ケアパスの概要図（学童期から就労まで）（テンプレート）

(9) 診断・リハビリテーション

(8) 受診⽀援

(17) 連携会議

(8) 受診⽀援

(17) 連携会議

(8) 受診⽀援

(17) 連携会議

(8) 受診⽀援

(17) 連携会議

学校（通常学級）

放課後児童クラブ

(1) ⼦育て・発達に関する情報発信

⾼校・⾼等専修学校など ⼤学・専⾨学校など 事業所など校内の就職相談

職業相談・職業訓練

(2) ⼦ども・若者相談

(4) 発達特性の評価

(6) 家族プログラムⅠ

(17) 引き継ぎ会議

(5) 教育相談・発達相談

(17) 連携会議

(4) 発達特性の評価

(6) 家族プログラムⅠ

(5) 教育相談・発達相談

(17) 連携会議 (17) 連携会議 (17) 連携会議

(17) 引き継ぎ会議

(3)校内での相談 (3)校内での相談 (3)校内での相談 (7)産業医・産業保健師

(4) 発達特性の評価

(５) 教育相談・発達相談

(4) 発達特性の評価(17) 引き継ぎ会議

(18) 合理的配慮の提供

(12) 療育（通所・⼊所）

(10) 特別⽀援教育（合理的配慮の提供、特別⽀援学級、通級指導教室、特別⽀援学校）

(14) コンサルテーション

(13) 家族プログラムⅡ

(15) 居場所づくり

(16) 相談⽀援

(12) 福祉（通所・⼊所）

(20) 障害者就労⽀援

(21) ⽣活⽀援

(11) 特別⽀援学校のセンター的機能

(19) 障害を理由とする差別に関する相談



表5-1. 個々の⽀援サービス機能に関する説明（学童期から就労まで）（テンプレート）
（１１）特別⽀援学校のセンター的機能

特別⽀援学校は、地域の学校の要請に応じて、各学校に在籍する障害のある⼦どもの教育について助⾔等
の⽀援を⾏っています。
問い合わせ先︓（例）各学校

（１２）療育・福祉（通所・⼊所）
通所や⼊所の形態で、発達障害の⼈に対する療育や福祉的⽀援を⾏います。
実施機関︓〇〇〇

（１３）家族プログラムⅡ
発達障害のある⼦どもの家族を対象として、「ペアレント・プログラム」「ペアレント・トレーニングを
実施しています。また、同じ悩みを持つ家族同⼠のつながりを⽀援する「ピアサポート推進事業」や「ペ
アレント・メンター」の養成を⾏っています。成⼈期の当事者の家族を対象としたプログラムも⾏ってい
ます。さらに、地域にある親の会などの当事者団体の紹介も⾏っています。
実施機関︓〇〇〇

（１４）コンサルテーション（保育所等訪問⽀援など）
家族の依頼に応じて、保育所・幼稚園・認定こども園、学校、放課後等児童クラブなどの集団⽣活の場に
発達の専⾨家が訪問し、専⾨的な⽀援を⾏います。
実施機関︓〇〇〇

（１５）居場所づくり
不登校やひきこもりがちになった発達障害の⼈たちが安⼼して過ごせる居場所づくりを⾏っています。
実施機関︓（例）市町村の教育委員会

（１６）相談⽀援
ご本⼈やそのご家族を対象として、発達障害に関連するさまざまな相談に応じています。
実施機関︓（例）基幹障害者相談⽀援センター

（１７）引き継ぎ会議・連携会議
ご本⼈または家族の希望に応じて、関わる複数の機関・職種の⼈たちが集まって引き継や連携のための会
議を開催します。
問い合わせ先︓（例）市町村の教育委員会、学校、〇〇課

（１８）合理的配慮の提供
機能障害に関する根拠資料をもとに、建設的対話を通して必要な合理的配慮を提供します。
実施期間︓（例）⼤学等の障害学⽣⽀援室

（１９）障害を理由とする差別に関する相談
不当な差別的取り扱いや合理的配慮の不提供に関する相談に応じています。
実施期間︓（例）⾃治体の相談窓⼝

健康・発達全般に関する相談
（１）⼦育て・発達に関する情報発信

⼦育て全般に関する情報や発達障害に関する情報を、広報などで発信しています。

発達が気になるときの相談
（２）⼦ども・若者相談

家庭や学校、職場などで抱えてしまった悩みや不安について、⼦ども・若者本⼈やそのご家族のさまざま
な相談に応じています。
実施機関︓（例）⼦ども・若者総合相談センター

（３）校内での相談
⼩学校から⾼等学校までは特別⽀援教育コーディネーター、養護教諭、スクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカーなどによる相談を⾏っています。⼤学では学⽣相談センターなどで相談を⾏っていま
す。
実施機関︓（例）⼩学校、中学校、⾼等学校、⼤学など

（４）発達特性の評価
発達の特性に関する評価を⾏います。
実施機関︓（例）市町村の保健センター、教育委員会など

（５）教育相談・発達相談
発達に気になるところがある⼦どもの家族の相談を⾏います。発達特性の評価をもとにお⼦さんの特性に
応じた⼦育ての⼯夫や適切な教育の⽅針について助⾔します。
実施機関︓（例）教育委員会、市町村の保健センターなど

（６）家族プログラムⅠ
発達に気になるところのある⼦どもの家族を対象とした「親⼦グループ」や「ペアレント・プログラム」
「ペアレント・トレーニング」を⾏っています。
実施機関︓（例）市町村の保健センター

（７）産業医・産業保健師
職場に職員の健康管理を⾏う産業医や産業保健師がいる場合、⼼⾝の不調の相談から発達障害の可能性を
指摘されることがあります。
実施機関︓（例）各事業所

（８）受診⽀援
必要に応じて医療機関や相談機関を紹介します。ご希望があれば受診等に保健師が同⾏します。
実施機関︓（例）市町村の保健センター

就労⽀援・⽣活⽀援
（２０）障害者就労⽀援

ご本⼈の特性をふまえた上で、ご本⼈の希望を聞きながら就労に必要な職業訓練や就労相談を⾏っていま
す。
実施機関︓〇〇〇

（２１）⽣活⽀援
障害のあるご本⼈と家族が安⼼して家庭や地域で⽣活できるよう、⽣活上のさまざまな相談や⽀援を⾏い
ます。
実施機関︓（例）障害者就業・⽣活⽀援センター

継続的な⽀援
（９）診断・リハビリテーション

発達障害が疑われる⼈の診断や、発達障害と診断された⼈に対するさまざまなリハビリテーションを⾏い
ます。
実施機関︓〇〇〇

（１０）特別⽀援教育（（合理的配慮の提供、特別⽀援学級、通級指導教室、特別⽀援学校）
合理的配慮を受けながら通常の学級に参加する以外に、特別⽀援学級、通級指導教室、特別⽀援学校など
で将来の社会参加に向けた教育を⾏います。
問い合わせ先︓（例）市町村の教育委員会、各学校



表5-2. その他の情報（学童期から就労まで）（テンプレート）

（１）障害のある⼦どもに関する相談
児童相談所（都道府県・指定市・特例市）︓⼦どもに関する様々な相談
保健センター（市町村）︓健康・発達に関する相談
児童家庭相談窓⼝（市町村）︓⼦どもに関する様々な相談

（２）発達障害に関する相談
発達障害者⽀援センター（都道府県・指定市）︓発達障害に関する相談
発達障害窓⼝（市町村）︓発達障害に関する相談

（３）教育に関する相談
特別⽀援教育課︓特別⽀援教育（合理的配慮など）に関する相談
教育委員会︓教育全般に関する相談
⼤学の障害学⽣⽀援室︓合理的配慮に関する相談

（４）福祉サービスに関する相談
福祉事務所（市町村）︓制度利⽤、施設⼊所、障害者⼿帳、特別児童扶養⼿当、障害を理由とする差別などに関する相談
相談⽀援事業所︓⽣活全般の相談、計画相談（サービス等の利⽤と連絡調整）など

（５）就労に関する相談
ハローワーク︓職業相談、職業訓練の申し込みなど
障害者職業センター︓職業相談、職業訓練

（６）⽣活全般に関する相談
⼦ども・若者総合相談センター︓不登校、ニート、ひきこもり等の⽣活に困難さを有する⼦ども・若者の⽀援
基幹障害者相談⽀援センター︓地域における⽣活全般に関する相談⽀援、就労に関する相談⽀援など
障害者就業・⽣活⽀援センター︓地域における⽣活全般に関する相談⽀援、就労に関する相談⽀援など

（７）当事者団体
親の会、家族会︓家族同⼠の交流、学習会、情報交換など
当事者会︓当事者同⼠の交流、学習会、情報交換など
主な団体︓〇〇〇
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